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 地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第 28 条第１項の規定に基づき、地

方独立行政法人佐賀県医療センター好生館の平成 28 年度の業務の実績について、別
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 地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館評価委員会（以下「評価委員会」という。）

は、平成 22年 11 月 19 日に当委員会が策定した「地方独立行政法人佐賀県医療センター好

生館の各事業年度の業務実績評価実施要領」等に基づき、次のとおり地方独立行政法人佐

賀県医療センター好生館（以下「法人」という）の平成 28年度における業務の実績に関す

る評価を行った。 

 

 

 

１ 評価方法の概要 

 
 (１) 評価の基本方針 

   年度評価は、法人の自己評価に基づいて行うことを基本とする。また、主として中

期目標・中期計画の達成に向けた業務の進捗状況を確認する観点から行い、これらを

通じて中期目標期間中の法人の組織・業務等に関する改善すべき点等を明らかにする

ことにより、法人運営の質的向上に資することとする。 

 
 (２) 評価の実施方法 

   評価は、法人が自己評価に基づき作成する業務実績評価報告書に基づき、「全体評価」

及び「中期目標項目別評価」により実施する。 

   「全体評価」では、中期目標項目別評価等の結果等を踏まえ、業務の実施状況、財

務状況、法人のマネジメントの観点から、中期目標・中期計画の進捗状況全体を記述

式で総合的に評価する。 

 「中期目標項目別評価」では、法人から提出された業務報告書等を基に、法人から

のヒアリング等を通じて、業務の実績等について調査・分析を行った上で、業務の進

捗状況及び特記事項の内容等を総合的に勘案して、５段階で評価する。 

   なお、評価を実施するに当たっては、法人を取り巻く諸事情等を勘案し、総合的に

判断する。  
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２ 全体評価 

 
 平成 28年度の業務実績に関する中期目標項目別の評価については、３ページ以降に示す

とおりである。 

 これらの評価の結果を踏まえ、中期目標・中期計画の進捗状況を総合的に判断し、以下

に示す、それぞれの観点からの全体評価を行った。 

  
 ＜業務の実施状況について＞ 

   全体として順調に実施していると認められる。 

  ○ 佐賀県における中核的な医療機関として、「救命救急センター」「外傷センター」

「ハートセンター」「脳卒中センター」を 24時間 365 日体制で運用するなど、高度・

専門医療を提供しており、今後も、高度急性期・急性期病院の機能を発揮されたい。 

 
 ＜財務状況について＞ 

   全体として順調に実施していると認められる。 

  ○ 法人が設立された平成 22年度以来継続して黒字決算を達成され、財務的に健全性

を維持していることは評価できるが、材料費率の改善やライフサイエンス研究所の

運営など注意すべき点もある。 

  

 ＜法人のマネジメントについて＞ 

   概ね順調に実施している面もあるが、重大な法令違反があり、法人の真摯な対応が

必要と認められる。 

○  第２期中期計画に沿った病院経営が行われた結果が、入院患者や外来患者の 1人

１日当たりの単価増や化学療法件数の増加などにより、具体的な数値の改善として

表れている。 

○  労働基準法等について、重大な法令違反を指摘されたが、マネジメントの点から

は看過できないものであり、法人は真摯に受け止め、適切な対応をとるべきである。 

○  中期目標に掲げられていないライフサイエンス研究所の運営が収支に過大な影

響を与えており、法人において適切な運営が必要である。 
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３ 中期目標項目別評価 

第２ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

 
＜評価結果＞ 

４（順調に進んでいる） 

 

 
  ○ 医療スタッフの確保、専門医を増員し診療体制の強化により専門性の向上などに

取り組まれ、県民へ提供する医療の一層の質の向上が図られたことを評価する。 

  ○ 循環器系疾患に対する診療実績が目標を上回ったことは成果である。 

○ 今後は待ち時間短縮への取組や、新臨床研修医の受入等を確実に行い、県民に提

供する医療サービス及び業務の質の向上に引き続き取り組まれることを希望する。 

 

評価結果 

５ 

特 筆 す べ き 

進捗状況にある 

４ 

順 調 に  

進んでいる 

３ 

おおむね順調に

進 ん で い る

２ 

やや遅れている 

１ 

重 大 な 改 善

事 項 が あ る

 

 

 

 
[参考]中期目標項目に係る評価の目安 

評価 目      安 

５ 
小項目評価が全てＡまたはＢであり、かつ、業務の進捗状況や特記事項の内容に

特筆すべき進捗や取組があり、評価委員会が特に認める場合 

４ 小項目評価が全てＡまたはＢである場合 

３ 

・小項目評価におけるＡまたはＢの割合が９割以上である場合 

・小項目評価におけるＡまたはＢの割合が９割には満たないが、業務の進捗状況や

特記事項の内容を総合的に勘案して評価委員会が相当と認める場合 

２ 
小項目評価におけるＡまたはＢの割合が９割に満たず、業務の進捗状況や特記事

項の内容に特段の評価ができる進捗や取組が認められない場合 

１ 
 小項目評価においてＣ又はＤが多く、中期目標・中期計画の達成のためには重大

な改善事項があると評価委員会が特に認める場合 
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小項目評価の集計結果 

項   目 
評 価 

項目数 

ウェイト

反映後の

項目数 

小項目評価 

Ａ+ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
評価

なし

１－(１) 好生館が担うべき医療の提供 10 10 8 2  

１－(２) 医療スタッフの確保・育成 5 5 5   

１－(３) 信頼される医療の提供 9 9 8 1  

１－(４) 災害時等の協力 3 3 3   

２－(１) 患者の利便性向上 2 2 2   

２－(２) 職員の接遇向上 1 1 1   

２－(３) ボランティアとの協働 1 1 1   

３－(１) 環境への負荷の小さい病院運営 2 2 2   

３－(２) 社会的信頼の向上 1 1  1  

３－(３) 医療・健康の情報発信 1 1 1   

合    計 35 35 31 4  

 
＜判断理由＞ 

①特筆すべき小項目評価 

○  小項目評価がＡ（計画を上回って実施）の項目のうち、主なものは、次のとおりで 

あった。 

・ 心臓カテーテル治療数、アブレーション件数、大血管ステント治療数、脳卒中治

療患者数が計画を上回ったことを評価した。  

【１－(１)－② 高度・専門医療の提供】 

※アブレーション＝専用のカテーテル（細いチューブ）を太ももの付け根から血管を通じて心臓に通し、

専用カテーテル先端から高周波電流を流し、不整脈を起こす原因となっている異常な電気興奮の発生個

所を焼き切る治療法。 

 

・ ＢＬＳ、ＡＣＬＳともに計画を上回ったことを評価した。 

【１－(２)－① 医療スタッフの育成】 

※ＢＬＳ＝一次救命処置と呼ばれ、肺蘇生法ではＡＥＤも使用する救命法で職業に関わらず受講できる。 

 ＡＣＬＳ＝二次救命処置と呼ばれ、医療従事者が対象で医療処置を伴った高度な心肺蘇生法を受講する。 

 

  ・ 紹介率・逆紹介率ともに、地域医療支援病院としての要件を上回ることができた

ことを評価した。        【１－(３)－③ 地域の医療機関との連携強化】 

※紹介率＝好生館を受診した患者のうち、他の医療機関から紹介されて来院した患者の割合 

※逆紹介率＝好生館から他の医療機関へ紹介した患者の割合 

※地域医療支援病院＝紹介患者に対する医療の提供、医療機器等の共同利用の実施等を通じて、地域医療

の第一線を担うかかりつけ医等を支援する能力を備え、地域医療の確保を図る病院としてふさわしい構

造設備等を有しているとして、都道府県知事の承認を受けた病院 
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②評価にあたっての意見、指摘等 

・  法人が設定した目標値そのものが、低く設定されているものもあることから、次

年度以降の目標値の設定について適切な目標を設定されたい。 

・ 目標を下回ったにもかかわらず、法人の自己評価においてＡとされたものもあり、

適切な自己評価を行われたい。 
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項  

 

 
＜評価結果＞ 

２ やや遅れている 

 

 
  ○ 高まる医療ニーズに応ずべく、好生館の医療機能に応じた適切な施設基準の取得

等による診療単価向上等に取り組まれた結果、収益の確保に繋がっている。また、

診療材料や医薬品の購入に当たっては、引き続きベンチマークの採用や外部ＳＰＤ

の導入等を行うことで経費の節減も図られており、医業収益の増加と経費の節減の

双方において顕著な実績を上げられているものもある。 

 
※ＳＰＤ（Supply Processing & Distribution）＝不要な在庫・購入を減らす目的で、病院外

の倉庫で、医療機関内で消費される医療材料等の在庫、購買管理を行い、病院の必要量に応

じて提供するシステム。 

 
○ 労働基準法等について、重大な法令違反を指摘されたが、マネジメントの点から 

は看過できないものであり、法人は真摯に受け止め、適切な対応をとるべきである。 

 

 

 

評価結果 

５ 

特 筆 す べ き 

進捗状況にある 

４ 

順 調 に  

進んでいる 

３ 

おおむね順調に

進 ん で い る

２ 

やや遅れている 

１ 

重 大 な 改 善

事項がある 

 

 
[参考]中期目標項目に係る評価の目安 

評価 目      安 

５ 
小項目評価が全てＡまたはＢであり、かつ、業務の進捗状況や特記事項の内容に

特筆すべき進捗や取組があり、評価委員会が特に認める場合 

４ 小項目評価が全てＡまたはＢである場合 

３ 

・小項目評価におけるＡまたはＢの割合が９割以上である場合 

・小項目評価におけるＡまたはＢの割合が９割には満たないが、業務の進捗状況や

特記事項の内容を総合的に勘案して評価委員会が相当と認める場合 

２ 
小項目評価におけるＡまたはＢの割合が９割に満たず、業務の進捗状況や特記事

項の内容に特段の評価ができる進捗や取組が認められない場合 

１ 
 小項目評価においてＣ又はＤが多く、中期目標・中期計画の達成のためには重大

な改善事項があると評価委員会が特に認める場合 
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小項目評価の集計結果 

項   目 
評 価

項目数

ウェイト

反映後の

項目数 

小項目評価 

Ａ+ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

１－(１) 効率的な業務運営 1 1 1   

１－(２) 事務部門の専門性向上 1 1 1   

１－(３) 人事評価制度の構築 1 1  1  

２－(１) 収益の確保 3 3 2 1  

２－(２) 費用の節減 3 3 1 1  1

合    計 9 9 5 3  1

 
＜判断理由＞ 

①特筆すべき小項目評価 

○ 小項目評価がＡ（計画を上回って実施）の項目は、次のとおりであった。 

・  ＤＰＣⅡ群病院に認定され、診療報酬改定に適切に対応されたことを評価した。 

                      【２－(１) 収益の確保】 

・ 診療材料の購入に当たっては外部ＳＰＤを導入し、また診療材料・医薬品ともベ

ンチマークを活用して価格交渉を行った結果を評価した。 

【２－（２） 費用の節減】 

 

②評価にあたっての意見、指摘等 

  ・ 病床稼働率が目標に達しておらず、今後とも在院日数短縮に伴い、空床が増える

のであれば、病床削減を検討する状況も生じる。 

  ・ 予算と比較した決算ベースでの材料費の増加額が大幅に上回っており、費用増に

見合った収入増につながっておらず、さらなる材料費の適切な管理に努められたい。 

・ 佐賀労働基準監督署から是正勧告を受けたが、勧告前から不適切な状況であった

ことを認識していたのではないか。是正勧告を受けたことは遺憾であり、適切に対

処されたい。また、処理が終わるまでは、人事評価の導入は遅らせることも検討す

べきではないか。 
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第４ 財務内容の改善に関する事項  

 

＜評価結果＞ 

４（順調に進んでいる） 

 

 

＜進捗状況の確認結果＞ 

  平成 28 年度の決算状況は、入院患者の在院日数の短縮、全身麻酔下での手術件数や

外来患者の化学療法件数が増により、昨年度をさらに上回る増収となったため、材料費

の増等、費用についても年度計画を上回ることとなったものの、収支差は、1.5 億円の

黒字であった。 

このことは、新病院の建設に伴い、減価償却費の負担や償還額の増加による計上収支

のマイナスが予想された中で、黒字決算を達成されており、計画的・効率的な病院経営

を通じて、早期の経常収支の改善に努めるという中期目標に向けて、順調に進捗してい

ることが確認された。 

                        （単位：千円） 

区  分 実  績 計  画 

収入(A) 16,769,147 16,161,659  

 （うち医業収益） 14,881,584 14,329,100  

 支出(B) 16,618,293 16,164,914 

 （うち医業費用） 15,525,086 15,071,407 

 （うち臨時損失） 102,867 20,000  

 収支差（A-B） 150,854 △3,255  

 
＜中期計画に対する進捗状況の確認結果＞ 

  収支について、第２期中期計画に掲げた４年間の目標額と平成 28年度までの３か年の

累計実績をみると、収入については、目標 53,636 百万円に対し、実績は 49,269 百万円

であり、91.9％の進捗率となっている。 

  また、支出については、目標 54,018 百万円に対し、実績 48,431 百万円となっており、

90.0％にとどまっている。 

その結果、収支についても、目標マイナス 382 百万円に対し、平成 28 年度時点では

838 百万円の黒字となり、中期計画に掲げた目標に対し順調に進捗していることが確認

された。 

（単位：百万円） 

区  分 実  績 計  画 進捗率 

収入(A) 49,269 53,636 91.9% 

 （うち医業収益） 42,825 48,200 88.8% 

 支出(B) 48,431 54,018 89.7% 

 （うち医業費用） 43,000 51,360 83.7% 

 収支差（A-B） 838 △382  
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第５ その他業務運営に関する重要事項  

 
＜評価結果＞ 

３（おおむね順調に進んでいる） 

 

 

＜進捗状況の確認結果＞ 

・ 患者及びその家族の退院支援、医療関連施設との密な連携を図るため「患者・家族総

合支援センター」を改編・設置した。 

・ 外来待ち時間の短縮の一助として、連携医療施設からいつでもアクセス可能なインタ

ーネット予約システムの運用を開始したり、外来待合室で「時事ニュースや地域の催事」

の映像を放送したことにより、患者の利便性の向上や環境改善が図られた。 

・ 入院患者においしく楽しく喜んでもらえる食事の提供を目指し、レトロ館と協業で、

月１回「地産地消メニュー“さがランチ（病院食）”」の提供を開始した。また、退院時

の医療費支払いについて、病棟でクレジットカードの使用を可能とし、患者の利便性の

向上が図られた。 

・ 平成 29年４月 21 日に佐賀労働基準監督署から是正勧告を受けたが、本来、適正に処 

理すべき労働基準法等に基づく労働基準監督署への申請を法人が怠るなど、業務運営上 

看過できない不適切な労務管理が行われていた。 
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地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館評価委員会が実施する評価の 

基本的な考え方 

 

平成 22年 11 月 19 日 決定 

地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館評価委員会 

 

 

 地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館評価委員会（以下「評価委員会」という。）

において、地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館（以下「法人」という。）の業務実

績の評価を実施するにあたっては、以下に掲げる方針・評価方法等に基づき行うものとす

る。 

 

１ 評価委員会の基本方針 

（１） 中期目標・中期計画の進捗状況等を踏まえ、法人の業務運営等について多面的な

観点から総合的に評価を行い、改善すべき点等を明らかにし、評価を通じた法人運

営の質的向上に資するものとする。 

（２） 中期目標・中期計画について、一層適切なものとなるよう、必要に応じて修正を

求めるものとする。 

（３） 評価を通じて、法人の中期目標・中期計画の達成に向けた取り組み状況やその成

果を分かりやすく示し、県民への説明責任を果たすものとする。 

（４） 定量的・定性的な評価とするため、法人に対して、業務実績報告書の作成に当た

っては、できる限り客観的な情報・データを用いて具体的に記載するよう求めるも

のとする。 

（５） 評価に関する作業が、法人の過重な負担とならないよう留意するものとする。 

 

２ 評価方法 

（１） 評価は、地方独立行政法人法第 28条に定める各事業年度に係る業務の実績に関す

る評価（以下「年度評価」という。）及び第 30 条に定める中期目標に係る事業の実

績に関する評価（以下「中期目標期間評価」という。）を実施する。また、年度評価

又は中期目標期間評価を実施するため必要と判断した場合は、年度又は中期目標期

間の中途において、法人に業務の全部又は一部の進捗状況の報告を求め、必要に応

じて評価を行う。（以下「中間評価」という。） 

（２） 評価は、法人の自己評価に基づいて行うことを基本とする。 

（３） 年度評価及び中期目標期間評価の方法は、「項目別評価」と「全体評価」により行

う。 

  ア 項目別評価 

中期目標・中期計画に定められた各項目ごとに進捗状況又は達成状況を確認し、評

価を行う。 

  イ 全体評価 

   項目別評価の結果を踏まえ、法人の中期目標・中期計画の進捗状況又は達成状況の

全体について総合的に評価を行う。 
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（４） 年度評価及び中期目標期間評価の具体的な方法については、別に実施要領で定め

る。中間評価の具体的な方法については、その都度評価委員会で定める。 

 

３ 評価結果の活用 

（１） 評価結果の報告を受けた知事は、次期中期目標に向けての法人の組織及び業務全

般のあり方等について評価結果を活用する。 

（２） 評価結果の通知を受けた法人は、法人の業務改善及び役員の処遇に評価結果を活

用する。 

 

４ その他 

この「基本的な考え方」については、必要に応じ、評価委員会の協議を経て見直すこと

ができるものとする。 
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地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館の各事業年度の業務実績評価実施要領 

 

平成 22 年 11 月 19 日 決定 

地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館評価委員会 

 

１ 趣旨 

  地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館（以下「法人」という。）に係る各事業年

度の業務実績の評価（以下「年度評価」という。）に当たっては、「地方独立行政法人佐

賀県医療センター好生館評価委員会が実施する評価の基本的な考え方」を踏まえ、以下

に示した評価方針及び評価方法等により実施する。 

 

２ 評価の基本方針 

  年度評価は、次の基本方針により行うものとする。 

（１） 年度評価は、法人の自己評価に基づいて行うことを基本とする。 

（２） 年度評価は、主として中期目標・中期計画の達成に向けた業務の進捗状況を確認

する観点から行い、これを通じて中期目標期間中の法人の組織・業務等に関する改

善すべき点等を明らかにすることにより、法人運営の質的向上に資することとする。 

 

３ 年度評価の実施方法 

  年度評価は、法人が自己評価に基づき作成する業務実績報告書に基づき、「項目別評価」

及び「全体評価」により実施する。 

 

４ 法人の自己評価 

（１） 業務実績報告書を記載するに当たっての留意事項 

    法人は、次の事項に留意し、年度計画の項目ごとに、業務の進捗状況や業績の内

容等について業務実績報告書に記載する。 

 ア 業務実績報告書の記載に当たっては、できる限り客観的な情報・データを用いて具

体的に記載する。 

 イ 当該年度の数値目標を設定している場合は、実績値（当該項目に関する取組状況も

含む。）を記載し、実績値が目標値に達しない場合には、その理由及び次年度以降の見

通しを併せて記載する。 

ウ 数値目標を設定していない場合は、当該年度における取組の実績を記載し、その実

績が年度計画で定めた目標に達していない場合は、その理由及び次年度以降の見通し

を併せて記載する。 

エ 業務の進捗状況、自己評価の理由等の記載と併せて、特筆すべき事項があれば、特

記事項欄に記載する。 

    特記事項に記載すべきものは次のとおりである。 

  (ア) 中期計画には記載していないが、力を入れて取り組んでいるもの 

  (イ) 自己評価の過程で、中期計画を変更する必要がある、あるいは、変更について

検討する必要があると考えられる場合は、その状況、理由（外的要因を含む。） 

  (ウ) その他、評価委員会に報告すべき法人運営の状況等 
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  オ 必要に応じて、資料を添付する。 

（２） 項目別評価 

ア 法人は、中期目標項目のうち、「第２ 県民に提供するサービスその他の業務の質

の向上に関する事項」及び「第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項」につ

いては、年度計画の小項目ごと（内容により複数の小項目ごと）に、業務の進捗状

況を次の５段階で自己評価するとともに、その判断理由を記載する。＜小項目評価＞ 

Ａ＋：年度計画を大幅に上回って実施している。（特に優れた実績を上げている場合） 

 Ａ ：年度計画を上回って実施している。 

 Ｂ ：年度計画を十分に実施している。（達成度がおおむね９割以上） 

 Ｃ ：年度計画を十分には実施していない。（達成度がおおむね６割以上９割未満） 

 Ｄ ：年度計画を大幅に下回っている。（達成度が６割未満） 

イ 法人は、小項目評価において、年度計画の各項目について、当該項目が属する中

期目標項目内における重要性又は困難性を勘案してウェイト付けを行うことができ

る。ウェイト付けについては、年度計画を作成する際に行うものとする。なお、法

人の成立後最初の年度計画に係るウェイト付けについては、当該事業年度の終了前

までに行うものとする。 

ウ 中期目標項目のうち、「第４ 財務内容の改善に関する事項」及び「第５ その他

業務運営に関する重要事項」については、小項目評価は行わず、当該年度の実績、

年度計画との差異及びその理由を記載するものとする。 

 （３） 全体評価 

   全体評価は、項目別評価の結果等を踏まえ、業務の実施状況、財務状況、法人のマ

ネジメントの観点から、年度計画の進捗状況を記述式で総合的に評価する。 

 

５ 評価委員会による調査・分析・評価 

（１） 調査・分析 

評価委員会は、法人から提出された業務実績報告書等を基に、業務の実績等（ウ

ェイト付けを含む。）について調査・分析を行う。 

（２） 評価 

  ア 中期目標項目別評価 

    上記（１）の調査・分析を踏まえ、中期目標の項目ごとに、中期目標・中期計画

の達成に向けた業務の進捗状況及び特記事項の内容等を総合的に勘案して次の５段

階で評価するとともに、その判断理由を記載する。 

（ア）５段階評価 

 ５：中期目標・中期計画の達成に向けて特筆すべき進捗状況にある。 

 ４：中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる。 

 ３：中期目標・中期計画の達成に向けておおむね順調に進んでいる。 

 ２：中期目標・中期計画の達成のためにはやや遅れている。 

 １：中期目標・中期計画の達成のためには重大な改善事項がある。 

 

（イ）評価（小項目評価の対象である中期目標項目に係る評価の場合に限る）の目安 

 ａ ５と評価する場合 
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  ・小項目評価が全てＡ又はＢであり、かつ、業務の進捗状況や特記事項の内容

に特筆すべき進捗や取組があり、評価委員会が特に認める場合 

 ｂ ４と評価する場合 

  ・小項目評価が全てＡ又はＢである場合 

 ｃ ３と評価する場合 

  ・小項目評価におけるＡ又はＢの割合が９割以上である場合 

  ・小項目評価におけるＡ又はＢの割合が９割には満たないが、業務の進捗状況

や特記事項の内容を総合的に勘案して評価委員会が相当と認める場合 

 ｄ ２と評価する場合 

  ・小項目評価におけるＡ又はＢの割合が９割に満たず、業務の進捗状況や特記

事項の内容に特段の評価できる進捗や取組が認められない場合 

 ｅ １と評価する場合 

  ・小項目評価においてＣ又はＤが多く、中期目標・中期計画の達成のためには

重大な改善事項があると評価委員会が特に認める場合 

（ウ）ウェイトの反映 

     評価に当たっては、法人が４の（２）のイによりウェイト付けを行っている場

合は、ウェイトを勘案して判断する。 

  イ 全体評価 

    全体評価は、中期目標項目別評価の結果等を踏まえ、中期目標・中期計画の進捗

状況全体を総合的に評価する。評価は、業務の実施状況、財務状況、法人のマネジ

メントの観点から、記述式で行う。また、組織・業務運営等に関して改善すべき事

項がある場合は、当該事項について記載する。 

  ウ 留意すべき点 

    評価を実施するに当たっては、法人を取り巻く諸事情等を勘案し、総合的に判断

するものとする。 

 

６ 年度評価の進め方 

 (１) 法人は業務実績報告書を作成し、評価委員会に提出する。【６月末日まで】 

 (２) 評価委員会において、法人からのヒアリング等により業務実績報告書の調査・分

析を行い、評価案を取りまとめる。【８月上旬】 

 (３) 評価案について、法人に意見申立ての機会を付与する。【８月中旬】 

 (４) 評価委員会は、評価を決定し、その結果を知事に報告するとともに、法人に通知

する。【８月下旬】 

 (５) 知事は、評価結果を議会に報告する。【９月】 

 

７ その他 

  本実施要領については、年度評価の実施結果を踏まえ、必要に応じ、評価委員会の協

議を経て見直すことができるものとする。 



 


